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M&A、上場会社等のコーポレートガバナンス対応、株主総会対策等の会社法関連業務を主
に取り扱っております。約2年半にわたり、任期付任⽤公務員として、法務省⺠事局参事官
室において改正会社法の企画・⽴案に従事した経験があります。
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